
～塩尻市産業発展史～

1876 明 治 9 年 塩尻村に吉江館製糸場を起こす

約5千年前 縄文時代 平出遺跡（日本3大遺跡の1つ） 

1890 明治23年 ぶどう栽培が桔梗ヶ原で始まる

1897 明治30年 桔梗ヶ原でのワイン醸造開始

1902 明治35年 篠ノ井線松本～塩尻間開通、塩尻駅開業

1911 明治44年 諏訪電気工業塩尻工場
（現：昭和電工㈱塩尻工場）がカーバイト生産

1918 大 正 7 年 県繊維工業試験場（現：長野県工業技術総合センター　
環境・情報技術部門）を松本市に設置

1922 大正11年 このころ塩尻ワイン醸造が長野県第 1位となる

1926 大正15年 このころ長野県の製糸業世界第 1位となる
大正から昭和初期にかけて製糸業隆盛

1932 昭 和 7 年 日本沃度㈱が諏訪電気工業を傘下にし、さらに日本電気工業㈱となり、
その後昭和肥料㈱と合併し昭和電工㈱となる
原料の石灰石、安価な電力、労力、用地、水が得られ、交通の便が良好で
あった

1942 昭和17年 本土空襲を契機に県内、特に諏訪地区への工場疎開が活発化
終戦時までに疎開工場約 400、学校工場 300 を超えた

・諏訪地区 

1943 昭和18年 ・塩尻地区 
・松本地区　　

1945 昭和20年 終　戦

1946 昭和21年 新憲法制定

1949 昭和24年 日本工業規格を規定する
工業標準化法が制定される
塩尻商工会議所発足
八陽光学工業㈱塩尻工場（現：日本電産コパル㈱）創業

1951 昭和26年 県が工業立県を公約、商工部の設置、工場誘致条例制定

1957 昭和32年 県精密工業試験場を岡谷市に設置
（現：長野県工業技術総合センター　精密・電子技術部門）
三全プレス工業㈱設立（現：三全精工㈱）

高千穂光学工業㈱（現：オリンパス㈱）　 　　 光学兵器
㈱第二精工舎（現：セイコーエプソン㈱）　　　　　　腕時計

日本光学工業㈱（昭和 25 年まで操業）　 　　　　　　光学測定器
石川島芝浦タービン松本工場（現：㈱ IHI シバウラ）　内燃機関、農業機械
富士電機製造㈱（現：富士電機松本メカニクス㈱）　　電力計

共栄社の商標

共栄社の筑摩地工場

昭和電工㈱塩尻工場
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工業会館設立

野村角前工業団地

カンロ(株)

クオーツ時計

総合工業展（昭和44年）

塩尻市工業展（昭和55年）

塩尻インター林間工業団地塩尻アルプス工業団地
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1958 昭和33年 塩尻機械金属工業会設立（13事業所）

1959 昭和34年 塩尻市誕生（塩尻町、広丘村、片丘村、筑摩地村、宗賀村の合併） 
㈱第二精工舎と㈲大和工業が合体し㈱諏訪精工舎となる
このころ農業を追い越して工業が主体となっていく

1961 昭和36年 ㈲塩尻工業が設立（現：セイコーエプソン㈱塩尻事業所）
塩尻地区へ諏訪地区地場工場の進出が始まる
広丘を中心として工場誘致を進めた結果、陽光工業、
カンロ㈱などの操業が始まる

1963 昭和38年 塩尻機械金属工業協同組合設立（15事業所）

1964 昭和39年 内陸地域で初めて「新産業都市域」に指定され（諏訪、松本、塩尻）
塩尻市の工業が発展する契機となった

1965 昭和40年 松本空港開港
このころよりレタス栽培が始まる

1966 昭和41年 第１回塩尻市総合工業展開催

1968 昭和43年 諏訪精工舎がミニプリンター、クォーツと時計を商品化

1969 昭和44年 塩尻商工会議所新築移転
市制10周年記念塩尻市総合工業展開催

1970 昭和45年 このころから精密機械・電気機械器具工業のカメラ・時計・電子部品の製造が活発になる

1974 昭和49年 第一次オイルショック

1977 昭和52年 野村地域（現：角前工業団地）が工業専用地域として指定される

1978 昭和53年 人口5万人を超える

1979 昭和54年 塩尻市工業展開催

1981 昭和56年 中央道諏訪地区ルート開通（伊北～小淵沢）

1982 昭和57年 塩尻新駅営業開始

1983 昭和58年 塩嶺トンネル開通

1984 昭和59年 県繊維工業試験場を情報技術試験場に改称

1985 昭和60年 共同研修、共同福利厚生を目的とした「工業会館」の設立
㈱諏訪精工舎とエプソン㈱の合併によるセイコーエプソン㈱の設立
円高による景気の低迷（会議所が円高対策経営相談所設置）

1988 昭和63年 県営塩尻インター林間工業団地分譲（25.2ha）
長野自動車道が豊科まで開通

1989 平成元年 県営塩尻アルプス（郷原）工業団地分譲（7.7ha） 
（昭和60年～平成元年、12社立地）
市内工業会の技術向上を目的としたテクノサロン（技術談話会）設立
ふるさと産業フェア開催



塩尻情報プラザ

産業フェア・イン・しおじり

堅石原工業団地

塩尻インキュベーションプラザ こども科学探検団

今泉テクノヒルズ工業団地
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1991 平成3年 平成不況（当年5月～平成5年10月）

平成5年 円高による企業の海外進出、リストラが盛行
「信州博覧会」開催

1994 平成6年 堅石原工業団地分譲（4.9ha）
円ルートが1ドル＝100円を突破
松本空港がジェット化
松本サリン事件

1995 平成7年 円レートが瞬間的に1ドル=80円突破（4月19日）
長野自動車道が中野市まで延伸
人口6万人突破

1996 平成8年 事業所数461、従業者数9,467人、製造品出荷額4,617億円
で過去最高を記録

1998 平成10年 未曽有の大雪により交通機関がまひする
長野オリンピック・パラリンピック開催

1999 平成11年 塩尻商工会議所創立50周年記念式典
産業フェア・イン・しおじり開催

2000 平成12年 塩尻情報プラザ開館

2001 平成13年 今泉テクノヒルズ工業団地分譲（16.9ha）
米国同時多発テロ

2002 平成14年 塩尻製造業受注連絡協議会設立
塩尻駅開業100周年記念式典

2003 平成15年 イラク戦争

2005 平成17年 塩尻市・楢川村合併
幼年期からの科学・職業意識啓発のため、小学生を対象にした
「こども科学探検団」を開催

2006 平成18年 NY原油 初の75ドル台に
日銀がゼロ金利を解除
豪雨災害
ソフト産業誘致の為塩尻インキュベーションプラザ竣工

2007 平成19年 塩尻商工会議所・楢川商工会組織統合
工業ネットワーク塩尻設立
サブプライムローン問題を背景に世界金融危機・景気悪化

2008 平成20年 中学生版こども科学探検団（科学探検団ＮＥＸＴ）開催

2009 平成21年 市民交流センター（愛称えんぱーく）起工式
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神戸八郎
共栄社の紡績機械昭和13年　宇治正皓 氏提供

塩尻市における

（機械金属工業）
製造業の歴史
明治・大正期1

共栄社の繰糸工場の一部「郷土出版社」提供

共栄社の筑摩地工場（神戸正直氏提供）

　「塩尻市誌」によると、明治の初めは、農機具の鍬（くわ）・鎌（かま）・犂（すき）を塩尻市域の各村の鍛冶
職人が、個人経営で製造・修理をしていたと思われます。しかし、誰が、どこで、どのような経営規模で、
いかなる生産方法で行なわれたかの記録がないので定かではありません。
　隣の松本には、浜鉄工所（松本市飯田町　現：㈱ヤマトインテック　塩尻市広丘野村）や丸山製銅商店
（松本市飯田町）や平出金物店（松本市巾上町）をはじめ多数の工場設備があって、多数の職工を指揮監
督し、鍋・釜類、製糸工場の器機、農機具の鋳造物、多年製糸ボイラーおよび付属品諸金物を製作してい
ました。塩尻地域では、近隣の松本の器械工場から塩尻の農家や製糸家は恩恵をこうむっていたと考え
られます。明治初期頃の塩尻町のような地方都市は、行商人の商業が盛んでした。たくさんの行商人が
天秤かつぎや大風呂敷を背負って農家を戸ごとに寄り回っていました。また、鉄器・銅器・ブリキ・アル
ミニウム等は雑貨店で買い入れるようになり、昔からあった田舎鍛冶屋は次第に姿を消すことになり
ました。大正期に入ると、塩尻市域の中心地大門には、鉄類・銅類の製造販売店が出来たものと推測され
ます。
　明治44年には、諏訪電気㈱が自家の生産電力の大口消費向けとして、自ら持ち株会社となって諏訪電
気工業㈱を設立しました。これは現在の昭和電工㈱塩尻工場であり、当時上野山山麓で生産されていた
石灰を購入し、150キロワットの電炉３基を置いてカーバイドの生産を開
始しました。
　大正６年頃からは、金属工業の一時的な台頭を相まって農機具が生産さ
れました。津田式・高山式・折井式・信陽式・佐藤式と呼ばれる人力脱穀機が
次々と発明され工業化されました。また、人力・畜力を主として利用する耕
起用農機具の製造も発達し始めました。こうした時代の中で、大正15年4
月、農業用一般機械製造業としてカンリウ工業㈱が創業されました。
　機械金属製造以外としては、明治末期から大正期・昭和期にかけて、繊維
工業が家内工業から工場組織へと機械化が進み近代的な様相を呈し発展
していきました。特に第一次世界大戦（大正３年～７年）を契機として急速
に発展し、一般営業製糸と並んで産業組合製糸が設立し始めました。大正
７年神戸八郎氏により筑摩地村に共栄社が設立されました。
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　また、奈良井・平沢地区における木曾の檜物細工は、「奈良井の曲物」として全国に広がった17世紀以
来、人々の日常生活に欠かせない日用品を多く作り出していました。18世紀になって、奈良井宿や平沢
村で本格的に製造されるようになった漆器も、人々の生活を豊かにするうえで欠かせない日用什器が
主力製品でした。奈良井の漆器は、あくまでも日用品として長期間の使用に耐えられる堅牢さと、素朴
ではあるが庶民の生活を豊かに彩るための工夫をこらしたさまざまな漆絵の技法をもち、用途に応じ
た多様な製品を製造していました。

　従来、塩尻市域の村々にあった伝統的工業製
品である鎌・鋸（のこぎり）・トタン・ブリキ製
品・刃物類などの「村の鍛冶屋」的仕事場が、塩
尻地区の中心地に集まり始めたのが昭和初期
から昭和15年前後です。これが以後の近代工業
としての機械金属工業形成の基礎となりまし
た。これら伝統品工業は零細規模であり、昭和
10年頃まではほとんどが地元資本でしたが、以
降地元資本の企業製品が減少し、他県からの工
業製品を使用するようになりました。
　製糸業は、生糸の糸値が大正９・10年に最高でしたが、その後低落し、特に昭和4年の世界恐慌は、成長
を続けた日本の製糸業に大きな打撃を与えました。官民挙げて世界恐慌の対策が施されたにもかかわ
らず弱小製糸工場の倒産や休業、廃業が続いて起こりました。昭和12年からの日中戦争、さらに昭和16
年からの太平洋戦争などによって日本は世界から孤立状態となり外国貿易は途絶しました。そのため
生糸の輸出は減少し、国内需要向けの「国内糸」へ転換しました。筑摩地村の共栄社も昭和18年８月に組
合総会の議を経て解散しました。

　昭和10年～20年代に創業して現在まで続く市内事業所は、３社のみです。
　その中でも、昭和電工㈱は、昭和10年代より続いている企業であり、塩尻は昔から「昭和電工の町」と
言われたほどで、この工場から出る煙が遠くの村や町からも見ることができました。
　昭和電工㈱の設立は昭和14年６月１日で、塩尻工場の設立は明治44年です。諏訪電気工業㈱の創業を
基としていますが、昭和7年12月1日に、日本沃度㈱の傘下にはいったことから（日本沃度㈱は昭和９年、
日本電気工業㈱となりその後、昭和肥料㈱と合併して昭和電工㈱となりました。）この時をもって昭和
電工㈱の工場としての創立としています。製品はカーバイド・硅素鉄・金属硅素・モランダム・フェロモ
リブデン等を生産していました。塩尻工場が発展を続けられた背景には、原材料の石灰石の入手が容易
であったこと、安価な電力の供給を受けられたこと、交通が便利であったこと、労働力・工場用地の確保
が容易であったことなどさまざまに考えることができます。なかでも電炉工業に必要不可欠な「水」を
工場関係者の努力によ
り井戸を掘り当てて確
保できたことが最大の
要因であったと思われ
ます。

昭和初期2

昭和10年～20年代3
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　また、現在はありませんが、戦時中の
疎開工場として、戦後昭和25年まで操業
した日本光学工業㈱（現：㈱ニコン）塩尻
工場がありました。日本光学工業㈱は、
昭和初期から主として自家用に精密測
定器を研究部工作場で、研究しながら製
造していました。昭和16年、商工省から
精密測器の生産力を拡充して国内に供
給するよう命令を受け、昭和17年東京大
井工場から芝工場へ移転している最中
でした。
　ところが、軍部関係の需要が著しく増大し、その急速な供給をはかるためには東京芝工場では狭隘で
した。そこで、強制融資を受け、昭和18年５月、塩尻町の製糸工場中信社塩尻工場(旧：共栄社本社)の敷地
及び建物を買収し、昭和18年11月に操業を開始しました。
　戦局の進展に伴い需要も急増し、従業員も、昭和20年４月には、学徒動員による増員も含めて男子362
名、女子690名、合計1,052名にもなりました。資材入手や、輸送の困難等の障害ものりこえ、生産実績もか
なり上がりました。
　塩尻工場は、日本光学工業㈱の他の製作所・工場とともに、終戦後直ちに閉鎖されました。
　昭和20年12月にはＧＨＱから塩尻工場の生産継続を許可されましたが、すぐには再開されませんで
した。昭和22年９月下旬に至り、日本光学工業㈱塩尻工場として再開され、顕微鏡や小型双眼鏡ミクロ
ン６×15を生産しました。しかし、昭和25年８月、激しい労働争議のあと、企業整備の犠牲となって、塩
尻工場は閉鎖されました。閉鎖当時、職員48名、工員95名、合計143名で、そのうち職員33名、工員73名、合
計106名が解雇、残り37名は本社、東京大井工場へ吸収されました。

　八陽光学工業㈱塩尻工場は、日本光学工業㈱塩尻工場の跡地(大門6－3－4　現：日本電産コパル㈱所
在地)で、昭和24年５月に創業しました。主に二眼レフカメラの製造を行い、日本光学工業㈱の技術者、職
人、光学ガラスの技術を引き継いだとされています。当時の広告でも、＜レンズ素材は日本光学工業株
式会社製の優秀品＞と謳い、会社名の横に（旧：日本光学塩尻工場）とありました。しかし、昭和20年代後
半頃から、二眼レフカメラに陰りがみえ始め、他のメーカーにほぼ同じ性能の安価な機種が発売され、
それらに対抗出来ずに昭和30年に㈱セコニックに買収されました。

　日本光学工業㈱が塩尻へ疎開した事と、八陽光学工業㈱塩尻工場のカメラ生産等が、塩尻の精密機械
産業発達への源になりました。当時八陽光学工業㈱が、当地の親企業的な存在であったと思われます。

昭和電工㈱塩尻工場　昭和30年代（市勢要綱　1961から）

セルフタイマー： あり
セルフコッキング： なし
二重撮影防止装置： なし
発売年月： 昭和３０年３月
価格： 13,000円

八陽光学の最終モデルがこのアルペンフレッ
クスＺである。当時高級であったコパルシャッ
ターを搭載し、自動巻き止め、前板繰り出し
式と当時の中級機のスペックを持っていた。
元は、日本光学の塩尻工場を譲渡して作られ
たメーカーなので当時の広告にもレンズに関
しての記載が多い。銘柄板もアルペンを意識
したのかおもしろい山型のでっぱりがありこ
のカメラのスタイル的な特徴になっている。
レンズ： アルポ７５ｍｍ Ｆ3.5
ビューレンズ： アルポ７５ｍｍ Ｆ3.5
シャッター： コパル（Ｂ,１～１／300）
焦点調節：前板繰り出し式
フィルム送り：ノブ、自動巻き止め
http://rd2h-ari.hp.infoseek.co.jp/ から

八陽工学 (株 ) 塩尻工業 (昭和32)
S33年版「塩尻町勢要覧」から

八陽工学(株)塩尻工業　昭和26年　宇治 正皓 氏提供
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　昭和30年代創業の事業所は20事業所で、表２のとおりです。地区で見ると、広丘地区６、塩尻町地区
５、北小野地区３、大門・片丘地区各２、宗賀・洗馬地区各１事業所で広丘地区が工業地域としての基礎
が固まりつつあった時代といえます。昭和34年に塩尻町、片丘・広丘・宗賀・筑摩地村の１町４ケ村が合
併して塩尻市を発足しました。広丘地籍の国道19号線沿いの九里巾及び宗賀平出地区が工場適地の指
定を国から受け、工場誘致を積極的に進めました。これら工場誘致により、近隣からの企業転入が、広丘
地区のみで３社あります。
　この中でも、セイコーエプソン㈱塩尻事業所（旧：㈲塩尻工業）及び広丘事業所（旧：信州精器㈱）は現
在で最も大きい経営規模であり、創立年次は昭和36年３月及び昭和44年11月です。平成21年では、資本
金532億円、従業員は連結72,326名／単体13,139名であり、製品は情報機器製造で、情報関連機器（プリン
ター、スキャナー等コンピューター周辺機器及びパソコン、液晶プロジェクター等映像機器）、電子デバ
イス（ディスプレイ、半導体、水晶デバイス）、精密機器（ウオッチ、眼鏡レンズ、ＦＡ）、その他の開発・製
造・販売・サービスと多様です。グループ会社も108社（国内26社、海外82社）、売上高は、連結11,224億円／
単体6,769億円と世界的な企業となっています。なお、昭和30年代の機械金属工業の地位は、表３からわ
かるように、いまだ全産業の中で高い地位ではなかったことがよくわかります。

八陽工学 (株 ) 塩尻工業 (昭和32)
S33年版「塩尻町勢要覧」から

昭和30年代4
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㈲塩尻工業（現：セイコーエプソン㈱塩尻事業所）［昭和39］
S39年版「塩尻町勢要覧」から

カンリウ工業㈱［昭和39］
S39年版「塩尻町勢要覧」から

㈱大和製作所（現：㈱ヤマトインテック）［昭和39］
S39年版「塩尻町勢要覧」から

㈱大和製作所（現：㈱ヤマトインテック）［昭和44］
S45年版「求人要覧」から

（千円）
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　昭和40年代になると、さらに塩尻市内の各地区に事業所が創業を行い、85事業所が現在まで続いてい
ます（表４のとおり）。事業所数は、広丘地区が最も多く31、塩尻町地区15、大門地区12、宗賀地区11、北小
野地区８、片丘地区６、洗馬地区２事業所でした。また、広丘高出地区は最も多く12事業所です。
　40年代の特徴は、30年代から機械金属工業を中心とした創業が一気に進み、機械金属工業が塩尻市全
体にひろがって立地分布されたことです。その企業の経営規模の大小にかかわらず、業種も多岐にわた
りました。
　日本電産コパル㈱（旧：コパル光機㈱）は、昭和42年４月に設立されました。昭和30年代に八陽光学㈱
塩尻工場を買収した㈱セコニックは、塩尻工場での事業を８ミリカメラ、８ミリ映写機の生産まで拡大
していました（昭和37年にセコニック精機㈱と改称）。しかし、事業拡大が災いをして経営不振に陥り、
昭和39年の不況到来によって危機が訪れ、㈱コパルに再建を懇請し、コパル光機㈱として新たに設立さ
れました。昭和44年からは音響機器を製造し、ソニー㈱と提携しテープデッキを製造していました。当
時は８ミリとテープレコーダーを柱に順調に発展し、平成11年に社名を「日本電産コパル㈱」へ改称し、
現在では資本金110億8,049万円、従業員数12,900人、製品は産業用自動化・省力化機器、大型機工部品など
を生産し急成長しています。

八陽工学 (株 ) 塩尻工業 (昭和32)
S33年版「塩尻町勢要覧」から

昭和40年代5
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塩尻商工会議所　会員名簿（工業部会）から作成

下西条にて
創業

野村にて
創業

片丘にて
創業
高出にて
創業
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S45・S49年版「求人要覧」から

赤羽工機(有)　作業場［昭和44］ モガミ電線㈱塩尻工場　工場風景［昭和44］

㈲塩尻工業（現：セイコーエプソン㈱塩尻事業所）　企業視察の際［昭和44］ 栄光製作所（現：㈱栄光製作所）　会社［昭和49］

コパル光機㈱（現：日本電産コパル㈱塩尻事業所）　会社及び作業所［昭和44］

三全プレス工業㈱（現：三全精工㈱）　会社［昭和49］

三全プレス工業㈱（現：三全精工㈱）　作業場［昭和44］
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昭和47年に作られた塩尻商工会議所「会員名簿」機械金属部会



－14－

　昭和50年代に創業した事業所は64事業所で、表５のとおりです。この表から昭和50年代創業の事業所
数は、広丘地区31、塩尻町地区15、宗賀地区９、北小野地区４、大門・片丘地区各２、洗馬地区１事業所で
あり、昭和40年代創業の企業と同様、終戦後から現在までの期間で、機械金属工業の企業が最も多く立
地した年代です。しかし、外部資本の流入による企業立地は多くはなく、この期間の立地企業の経営規
模は、昭和40年代創業の企業と同様、際だって大きな企業はありません。平均して従業員数１人から10
人までの小規模な企業が次々と設立されました。当時の商工会議所名鑑を見ると、昭和50年代は、カメ
ラ・テープレコーダー等音響機器の部品製造や組立を扱った事業所が多く操業していました。

八陽工学 (株 ) 塩尻工業 (昭和32)
S33年版「塩尻町勢要覧」から

昭和50年代6



－15－



－16－

塩尻商工名鑑　商工業者名簿（昭和54年版）　製造業　金属・機械より
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塩尻商工名鑑　商工業者名簿（昭和54年版）　製造業　金属・機械より
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塩尻商工名鑑　商工業者名簿（昭和54年版）　製造業　金属・機械より
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　昭和60年から平成９年にかけての13年間に創業した事業所をみると、表６のとおり68事業所です。事
業所数を地区別にみると、広丘地区36、塩尻町地区８、大門地区７、洗馬地区５、片丘地区４、宗賀地区
６、北小野地区２事業所でした。
　この間に、角前工業団地・塩尻アルプス工業団地・塩尻インター林間工業団地の分譲が開始され、企業
誘致が行われました。外部資本からの流入もありましたが、半数は市内からの移転であるため、新規分
譲による創業は少なく、昭和50年代同様に小規模な創業が多く見られます。
　また、平成元年の商工業者名簿をみると、組立を行っている事業所も多く、平成元年以降の国内にお
ける不況の深刻さと、企業の海外移転が始まる前の資料であり、以後製造が海外へ移り業態を変化せざ
るを得ない事態に直面した事がわかります。

八陽工学 (株 ) 塩尻工業 (昭和32)
S33年版「塩尻町勢要覧」から

昭和60年～平成9年7
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塩尻商工名鑑　商工業者名簿（平成元年版）　機械工業部会より
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塩尻商工名鑑　商工業者名簿（平成元年版）　機械工業部会より
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塩尻商工名鑑　商工業者名簿（平成元年版）　機械工業部会より
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昭和61（1986）年の企業ガイド’86　求職ページ
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昭和61（1986）年の企業ガイド’86　求職ページ
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昭和61（1986）年の企業ガイド’86　求職ページ
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　平成10年から現在にかけて創業した28事業所について見ると、表７のとおりです。この表から明らか
なように創業した事業所数は極めて少なく、地区別にみると、大門地区13、広丘地区10、片丘地区３、塩
尻町・洗馬地区各１事業所でした。この期間は、他市からの転入が11事業所と多く見られ、平成18年に塩
尻インキュベーションプラザが建設され、組込ソフトウェア関連企業の誘致に成功しました。また、大
手企業から独立し小規模で経営する事業所も見受けられます。

八陽工学 (株 ) 塩尻工業 (昭和32)
S33年版「塩尻町勢要覧」から

平成10年～現在8



－28－

　現代、市内で最終製品を製造している会社は、ごく一部であり、切削・研削・機械加工型の加工機能、ま
た、機械要素部品・賃加工組み立てなどの機能に特化しています。産業分野も従来のような電気機器や
精密機器・電子機器・情報通信機械器具といった分野であるものの、機械加工など技術を基盤に従来型
の分野に当てはまらない事業所も多く出現し始めているのが現状で、基盤加工技術を基礎に不特定の
精密機器に使用される部品の加工を幅広く行うといった業態が見受けられます。
　以上、塩尻市域の製造業の歴史を明治以降からみてきましたが、終戦後急速な進歩を遂げ、特に昭和
40年から50年代に、たとえ小規模であろうと地元資本により、企業（工場）が積極的に設立されてきたこ
とは、現在の塩尻市の工業の発展に寄与してきました。その後のコスト競争力による生産ラインの海外
移転に伴い、国内では多品種小ロットでの製造が主流となり、高度部材加工等技術が必須となっていま
す。近年の団塊世代の大量離職をきっかけとした、事業所内部の技能承継・若手技術者の育成などの目
的の為、海外から国内へ、高付加価値製品の国内製造を行い、他国との差別化や自社の固有技術を守っ
ています。

八陽工学 (株 ) 塩尻工業 (昭和32)
S33年版「塩尻町勢要覧」から
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40％ 41％
40％

46％
45％

43％
42％

40％
42％

40％ 34％ 32％
34％

産業別従業者数推移

全産業別事業所数推移

9％ 9.2％

15％
16％

16.6％
17％

14％14％15％17％
17％

12％ 13％

製造業の事業所数は、全産業に対し、20％未満と、決して多くはありません。
しかし、上記の従業者は１／３が製造業であり、工場など小売店舗に比べ、１事業所当りの従業員が多いのが
特徴となっています。

製造業の仕事をしている労働者は、全産業に対し１／３と、他の産業に比べ多い事が分かります。
塩尻市は「製造業の町」と言われる事を裏付けています。

◆統計から見た製造業の現状

製造業

卸・小売業、
飲食店

サービス業

建設業
不動産業

製造業

卸・小売業、
飲食店

サービス業

建設業

不動産業

鉱業

電気・ガス・水道業

農林漁業

公務

金融保険業

運輸・通信業

不動産業

建設業

サービス業

卸・小売業、飲食店

製造業

鉱業

電気・ガス・水道業

農林漁業

公務

金融保険業

運輸・通信業

不動産業

建設業

サービス業

卸・小売業、飲食店

製造業



3．工場用地の推移
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　製造業による事業所数は、昭和30後半～昭和40前半までに急激な増加がみられ、一度落ち着くが昭和50後半から昭和60年代にもう一度
増加している。
また、従業員数も、事業所数と同様な兆候がみられる。

　出荷額は、昭和30年代から平成８年をピークに、順調に拡大をしていたが、ここ数年減少傾向となり、Ｈ19年は、ピーク時の８割となっている。

　昭和40年代より、工場用地の敷地面積及び延べ建築面積は、さほど増えていない。
　また、事業所数（従業員30人以上）も、横並びである。

1.塩尻市内製造業による従業員数・事業所数の推移

２．出荷額・付加価値額の推移

※平成１３年より、簡易調査となっているため毎年調査は、事業者数４名以上のデータしかない。この為、Ｈ８年より両方を併記して傾向を示している。

従業員数
従業員数従業員4人以上

事業所数

事業所数従業員4人以上

粗付加価値額（億円）
粗付加価値額（億円）従業員4人以上

製造品出荷額（億円）

製造品出荷額（億円）従業員4人以上

製造品出荷額・粗付加価値額（億円）

延べ建築面積(m2)
敷地面積(m2)

事業所数

左軸：敷地及び延べ建築面積（m2）
右軸：事業所数



製造品出荷額等の推移

H17(2005)

H12(2000)
H17対比146％

H7(1995)
H17対比154％

H2(1990)
H17対比131％

S60(1985)
H17対比82％

45%

4%

12%

3% 3%
3%

3%

3%

2%
6%

1%

8%

3%
総額

2867 億円

59%

8%
9%

3% 3%3%
3%
3%
2%

6%

59%

2%

11%
4%2% 4%

3%
4%

4%

2%
6%

1%

59%

1%

18%

1%

1%

2%
4%

6%
2%
3%
2%

1%
1%

46%

22%

1%
3%

3%

1%

5%

5%

1%

2%

10%

1%

飲食料品
衣類・その他繊維品
木材・木製品
家具・装飾品
パルプ・紙・紙加工品
印刷・同関連品
化学工業製品
石油製品・石炭製品
プラスチック製品
窯業・土石製品

鉄鋼業
非鉄金属
金属製品
一般機械器具
電気機器器具
情報通信機械器具
電子部品・デバイス
輸送機械器具
精密機械器具
その他

・ 年代で比較すると、S39年対比でピーク時の
　H7頃では、約50倍の規模まで拡大されまし
　た。 
・ 産業の中でも、機械器具の割合が常に多い事
　からも、機械金属加工を中心とした製品（部
　品）を取り扱っている企業が多い事がわかり
　ます。
・ 昭和60年代になると、一般機械器具から電
　気機械器具に主流は移ります。平成初期には
　情報通信機械器具の分類はありませんでし
　たが、プリンタを中心とした情報機器が20
　年前から多い事がわかります。

H17(2005) 情報通信機器器具が新設され、
従来の電気機械器具より上位となった。

第1位は、電気機械器具が
1,063億円

S55(1980)
H17対比49％　第1位は、
一般機械器具が470億円 S50(1975)

H17対比26％

S45(1970)
H17対比13％

S39(1964)
H17対比3％S35(1960)

H17対比2％

総額
4107 億円

総額
4340 億円

総額
3699 億円

総額
2313 億円 総額

1365 億円
総額
721 億円

総額
366 億円総額

90 億円
総額
66 億円

情報通信機械器具

電子部品・
デバイス

精密機械器具

化学工業製品

窯業・土石製品

一般機械器具

電気機器器具

電気機器器具

精密機械器具
精密機械器具

精密機械器具

その他

一般機械器具一般機械器具

電気機器器具電気機器器具

一般機械器具27%

20%

9%

32%

6%
金属製品

窯業・
土石製品

電気機器器具

精密機械器具

一般機械器具39%

9%
電気機器器具

15%
精密機械器具

17%
窯業・
土石製品

6%
金属製品電気機器器具

精密機械器具
窯業・
土石製品

27%
窯業・

土石製品

7%
金属製品

27%
電気機器
器具

42% 窯業・土石製品

20%
精密機械器具

73% その他

13%
精密機械器具
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切削加工により造られた部品

マシニングセンタ
(NCフライスに工具交換装置が付いている)

汎用旋盤
(切削物が回転する)

NC旋盤
(数値制御が付いている)

NCフライス盤 汎用フライス盤

写真提供：(株)東陽
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プレス用金型

プレス加工作業中

プレス加工により造られた部品

最新のプレス機

写真提供：三全精工（株）
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